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令和７年度 予算の概要について 

 

令和７年 1月２８日にプレス発表された、下記の件について報告します。 

 

記 

 

 

１．令和７年度予算の概要（資料１） 

 

２．令和７年度当初予算案プレス発表（参考資料） 
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令和７年度予算の概要 

 

１ 予算編成について 

 (1) 財政見通し 

 我が国の経済は、緩やかな回復が期待されている一方、物価上昇や、米国の今後の政策

動向、中東地域をめぐる情勢、金融資本市場の変動等の影響等が、景気の下押しリスクと

して、十分注意する必要がある。 

 本区においては、納税義務者数の増加などによる特別区民税の増収や、企業収益の改善

などによる特別区交付金の増により、堅調な歳入環境が見込まれる。しかしながら、ふる

さと納税をはじめとした国による不合理な税制改正の恒常化に加え、昨年示された、令和

７年度税制改正の大綱で受ける影響や、物価高、社会経済情勢の変動など、懸念が山積し

ており、区の財政状況は楽観視できる状況にはない。 

 (2) 基本的な考え方 

令和７年度板橋区経営方針に基づき、「東京で一番住みたくなるまち」の実現に向け、

計画に掲げた目標の達成はもとより、変化の激しい社会経済情勢が区民生活に及ぼす影響

や、区財政を歳入歳出両面から的確に把握し、事務事業の効果や効率性を客観的な視点で

見極め、区政課題の解決、将来の区政につながる積極的な予算編成を行った。 

 

２ 財政規模について 

  一般会計は、前年度と比較して 8.8％増の 2,753 億円で、制度改正の影響が通年化する児童

手当等支給経費の増のほか、いたばし生活支援臨時給付金支給経費、ＧＩＧＡスクール構想

に基づく一人一台端末の更新などにより、歳出は、前年度比で 223 億円の増額となった。こ

のような歳出規模の増大にかかわらず、今般の歳入環境を反映し、特別区税で 16 億 9,200 万

円、特別区交付金で 56 億円の増収が見込まれ、財政調整基金からの繰入は行わない収支均衡

の予算となった。 

国民健康保険事業特別会計は、保険給付費の減などにより前年度比 3.6％減の 534 億 9,000

万円となった。介護保険事業特別会計は、保険給付費の実績増などにより前年度比 1.4％増の

481 億 6,700 万円となったほか、後期高齢者医療事業特別会計は、保健事業費の減により、前

年度比 3.4％減の 146 億 7,300 万円、東武東上線連続立体化事業特別会計は、事業進捗に伴う

連続立体化事業関連都市計画事業費の増により、前年度比 60.9％増の 12 億 5,000 万円とな

った。 

  

  

  

 

 

 

 

 

 

資料１ 

政策経営部財政課 

（１） 一 般 会 計 2 ,7 5 3億 00百万円 （8 .8％増）

（２）
国 民 健 康 保 険 事 業
特 別 会 計

5 3 4億 90百万円 （3 .6％減）

（３）
介 護 保 険 事 業
特 別 会 計

4 8 1億 67百万円 （1.4％増）

（４）
後 期 高 齢 者 医 療 事 業
特 別 会 計

14 6億 73百万円 （3 .4％減）

（５）
東武東上線連続立体化事業
特 別 会 計

12億 50百万円 （6 0 .9％増）

合　　計 3 ,9 2 8億 80百万円 （5 .6％増）



1 一 般 会 計

（歳入） (単位:百万円・％)

区 分 ７年度 ６年度 増減額 増減率 増減内容

特 別 区 税 53,620 51,928 1,692 3.3 特別区民税 1,638

構成比 19.5 20.5 特別区たばこ税 51

特 別区交付金 88,100 82,500 5,600 6.8 普通交付金 5,600

構成比 32.0 32.6

そ の 他 交 付 金 19,987 16,881 3,106 18.4 地方消費税交付金 2,229

構成比 7.3 6.7 利子割交付金 410

国 ・ 都 支 出 金 91,745 80,480 11,265 14.0 国庫支出金 4,432

構成比 33.3 31.8 都支出金 6,833

財政調整基金繰入金（0） △ 2,523

住宅基金繰入金（353） △ 202

東武東上線連続立体化事業基金繰入金（537） △ 172

義務教育施設整備基金繰入金（894） △ 44

構成比 1.8 2.4 減債基金繰入金（2,172） 2,071

繰 越 金 2,000 2,000 0 0.0 前年度歳計剰余金

構成比 0.7 0.8

学校施設建設事業起債 △ 365

区営住宅改築事業起債 △ 110

道路整備事業起債 5

構成比 0.7 0.9 学校改修事業起債 202

新型コロナ定期接種ワクチン確保事業費助成金 459

土地開発公社貸付金返還金収入 400

後期高齢者健康診査受託事業収入 250

構成比 4.7 4.3 私立保育所保育料自己負担金 236

合 計 275,300 253,000 22,300 8.8

諸 収 入 そ の 他 12,933 11,030 1,903 17.3

特 別 区 債 1,941 2,209 △ 268 △ 12.1

令和７年度当初予算概要

繰 入 金 4,974 5,972 △ 998 △ 16.7
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(歳出・目的別) (単位:百万円・％)

区 分 ７年度 ６年度 増減額 増減率 増減内容

議 会 費 927 933 △ 6 △ 0.7 議 員 報 酬 等 △ 7 事 務 諸 経 費 1

構成比 0.3 0.4 　 調 査 費 △ 3

防 災 支 援 経 費 1,228 全庁ＬＡＮ運営経費 438

住民情報・福祉総合
シ ス テ ム 運 営 経 費

648 統 計 調 査 経 費 434

文化会館運営経費 633 体育施設運営経費 341

構成比 10.2 9.3
板 橋 区 土 地 開 発
公 社 運 営 経 費

562 人 件 費 △ 1,088

いたばし生活支援臨時
給 付 金 支 給 経 費 3,421

自 立 支 援
給 付 経 費

1,483

児 童 手 当 等
支 給 経 費

2,419
生 活 保 護 法
施 行 扶 助 費

904

構成比 55.7 56.5
私 立 保 育 所
保 育 運 営 経 費

2,156
民 間 保 育 所
整 備 費 助 成 経 費

341

疾 病 予 防 ・
相 談 事 業 経 費

1,344 事 務 諸 経 費 36

母 子 健 康 指 導
事 業 経 費

194
母 子 健 康 保 健
事 業 経 費

27

構成比 3.7 3.4
健 康 保 健
事 業 経 費

115
公 害 健 康 被 害
補 償 経 費

△ 60

資 源 化 施 設
運 営 経 費

170
スマートシティ推進
事 業 経 費

45

廃 棄 物 収 集 経 費 88
エコポリスセンター
運 営 経 費

△ 32

構成比 4.0 4.2
熱帯環境植物館運
営 経 費

80 資 源 収 集 経 費 △ 99

も の づ く り 研 究 開 発
連 携 セ ン タ ー
管 理 運 営 経 費

142 人 件 費 19

（公財）板橋区産業
振興公社助成経費

58 観 光 振 興 経 費 15

構成比 1.7 1.9
産 業 活 性 化
戦 略 経 費

20 経 営 支 援 経 費 △ 240

公 園 等 管 理
運 営 経 費

1,429
市 街 地 整 備
事 業 経 費

236

（ 仮 称 ） 南 常 盤 台
住 宅 改 築 経 費

1,033 道 路 新 設 経 費 △ 554

構成比 8.9 9.5
公 園 等 改 修
整 備 経 費

465
（ 仮 称 ） 仲 宿 住 宅
改 築 経 費

△ 2,290

学 校 運 営 経 費 1,414
学 校 施 設
改 修 経 費

213

図 書 館 管 理
運 営 経 費

351
私 立 幼 稚 園
事 業 経 費

195

構成比 13.3 13.4
あ い キ ッ ズ
事 業 経 費

226 給 食 運 営 経 費 179

公 債 費 4,866 2,712 2,154 79.4 元 金 2,152

構成比 1.8 1.1
利 子 2

そ の 他 880 748 132 17.6
公 共 施 設 等 整 備
基 金 積 立 金

25 減 債 基 金 積 立 金 6

構成比 0.3 0.3
財 政 調 整
基 金 積 立 金

19
森 林 環 境 譲 与 税
基 金 積 立 金

△ 22

合 計 275,300 253,000 22,300 8.8

土 木 費 24,432 24,094 338 1.4

教 育 費 36,705 33,889 2,816 8.3

産業経済費 4,762 4,736 26 0.6

資源環境費 11,056 10,642 414 3.9

衛 生 費 10,254 8,559 1,695 19.8

福 祉 費 153,264 142,991 10,273 7.2

総 務 費 28,154 23,696 4,458 18.8
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(歳出・経費区分別) (単位:百万円・％)

区分 ７年度 ６年度 増減額 増減率 増減内容

学校運営経費 1,018

後期高齢者医療制度運営経費 606

細街路拡幅・指導経費 394

公園等管理運営経費 331

会計年度任用職員経費 366

統計調査経費 355

いたばし生活支援臨時給付金支給経費 3,000

児童手当等支給経費 2,456

私立保育所保育運営経費 1,939

自立支援給付経費 1,483

生活保護法施行扶助費 904

認定こども園保育事業経費 197

元金 2,152

利子 2

疾病予防・相談事業経費 1,273

資源収集経費 961

板橋区土地開発公社運営経費 562

介護保険制度運営経費 115

国民健康保険事業特別会計繰出金 △ 2,429

（仮称）仲宿住宅改築経費 △ 2,290

資源収集経費 △ 1,049

志村小学校・志村第四中学校改築経費 △ 866

公園等管理運営経費 550

（仮称）南常盤台住宅改築経費 1,033

防災支援経費 1,211

住民情報・福祉総合システム運営経費 905

学校運営経費 865

公園等管理運営経費 548

合　計 275,300 253,000 22,300 8.8

2　特別会計

(単位:百万円・％)

区分 ７年度 ６年度 増減額 増減率 増減内容

53,490 55,460 △ 1,970 △ 3.6 保険給付費の減等

48,167 47,518 649 1.4 保険給付費の増等

14,673 15,190 △ 517 △ 3.4 保健事業費の減等

1,250 777 473 60.9 連続立体化事業関連都市計画事業費の増

合   計 117,580 118,945 △ 1,365 △ 1.1

国民健康保険事業
特 別 会 計

介 護 保 険 事 業
特 別 会 計

後期高齢者医療事
業 特 別 会 計
東 武 東 上 線 連 続
立 体 化 事 業
特 別 会 計

そ の 他 25,567 18,946 6,621 34.9

政
策
的
経
費

実 施 計 画 21,790 23,829 △ 2,039 △ 8.6

そ の 他 37,366 36,513 853 2.3

義
務
的
経
費 公 債 費 4,864 2,710 2,154 79.5

1.4

扶 助 費 103,065 93,065 10,000 10.7

人 件 費 38,599 38,063 536

部 自 主 編 成 経 費 44,049 39,874 4,175 10.5
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